
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

                市長提案の 4 議案（3 件の専決処分の承認、 

令和 3 年度八潮市一般会計補正予算第 2号） 

をすべて可決しました。 

補正予算（第 2 号）は、新庁舎整備事業として、（令和 3 年分）21 億 8,760 万 

円が予算化されました。庁舎整備は 3 年間の継続事業なので、令和 4 年分として 43 億 4,450 万円、

令和 5 年分として 25 億 2,497 万円が継続費として設定されています。 

現段階での庁舎建設事業費は９０億１,０９７万円（３カ年合計）。今後入札結果によっては減少する？ 

財源（３カ年分）：市債５７億３７０万円＋繰入金（庁舎整備基金＋環境譲与税）２８億３,５００万

円＋その他（ZEB 補助金）３億９,３０３万３千円＋一般財源７,９２３万７千円 

注 ZEB とは、Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略称。４段階あり、八潮市

が導入予定の ZEB Ready は、ZEB を見据えた先進建築物として、外皮の高断熱化及び高効率な省エネルギー設

備を備えた建築物で、要件は、基準一次エネルギー消費量から 50%以上の消費量削減に適合した建築物のこと

で、県内では初の導入とのこと。 

また、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（第 3 次分）を活用し、商工会が開催する

市内飲食店応援の「はぴデジ博」の支援費、中学校体育館（八條中、八幡中､潮止中）への空調設備の導   

入費などが含まれています。学校の授業や避難所として使用する体育館は、近年の猛暑やコロナ禍の中 

でのマスク着用などで熱中症のリスクが高まる恐れがあり、本来はすべての体育 

館への空調設備が必要ですが、財源の「新型コロナウイルス感染症対応地方創生 

臨時交付金（第 3 次分）」は、国の令和 2 年度の補正予算（本庁繰越）のため、 

令和 3 年度中（令和 4年 3 月末）に事業を終わらせる必要があること、業者の 

確保が難しいことがあり、地域バランスを考え 3 校に絞ったとのことです。 

私は会派の議案説明の際、残り１２校の体育館にも空調設備の設置は必要なので、 

順次進めて欲しいと要望しました。 

4/22「緊急気候マーチ 0422」に賛同し 
市役所前でスタンディング 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

やざわえみこ profile  群馬県太田市出身。明治大学法・文卒、明治大学大学院文学研究科博士課程満

期退学。元明治大学文学部非常勤講師。平成９年、地盤・看板・カバンもない

中、八潮発の市民派・無所属として立候補、当選。現在６期目。市民と市政を

つなぐ会代表。『老いても安心して暮らせるまち』を目標に、常に市民目線で、

ネットワークとフットワークの軽さで精力的に議員活動を行っている。女性議

員を増やす活動や、女性問題（貧困、非正規、DV 等）にも積極的に取り組んで

いる。クオータ制を推進する会役員、元全国フェミニスト議員連盟共同代表。

元中川小 PTA会長。共著『市川房枝参画センターで学ぶ４７人の挑戦』『議会

はあなたを待っている』４人の子育て経験者。 

 
第 81 号 

臨時議会 4/28 
報告 

4月 26日、ゴミの処理を共同

で行っている 5 市 1 町で『カー

ボンゼロシティ』宣言を行い、

環境省の HP にも掲載されまし

た。 

私は、ゼロシティ宣言につい

ては、八潮市議会の一般質問や

組合議会の一般質問でも提案し

てきました。気候危機が迫る中、

持続可能な環境を保つための第

一歩として評価しています。 

 

第
２
回
定
例
議
会
は
６
月
１
日
開
会
予
定
で
す
。
お
時
間
の
あ
る
方
は
コ
ロ
ナ
感
染
症
の
予
防
を
し
て
傍
聴
に
お
い
で
下
さ
い
。 

コロナワクチン接種情報  ４月２６日から接種予約受付を開始したところ、すぐに一杯となり受付を中止し

ました。今後も、毎週月曜日の午前 10時から、2週後の月曜日から日曜日までの予約受付を開始します。現時

点では、国からのワクチン供給量が少ないため、しばらくは電話がつながりにくい状況や、予約を取りにくい

状況が続きますが、６月一杯で希望する６５歳以上の高齢者の接種は完了する予定です。（５月１日現在の状

況）○注このワクチンは強制ではありません。ファイザーのワクチン「コミナティ」の添付文書を見ると 

https://www.mhlw.go.jp/content/11123000/000738743.pdf「注意－特例承認医薬品」とあり、「有効期間：6

ヵ月」と書かれています。このワクチンの消費期限という意味ではなく、この添付文書の内容を指してます。

つまり製薬会社は、特例承認取得から 6ヶ月以内にちゃんとした資料をそろえて厚労省に提出しなければなら

ないのです。つまり正式に認可されるための十分な資料がいまだにそろっていないのです。 

ワクチン接種を悩んでいる人は、せめて正式認可されるまで（８月頃？）待った方がいいのでは・・・と思い

ます。４月２３日の報道では副反応の疑いで１０名の方の死亡報告もあり、私は様子をみることにしてます。 

2021年 5月発行 

気候変動問題は生物多様性、大気汚染、貧困、ジェ

ンダ―、難民、人権などの他の社会問題と強いかか

わりのある問題です。今後数十年の気候変動対策

に直結する、他国に比べ極端に低い日本政府の温

室効果ガス削減目標（NDC）の引き上げを求め、若

者たちが声をあげています。このままでは若者た

ちの未来やすでに気候変動の被害に苦しむ人々を

より気候変動の脅威にさらしてしまうことになり

ます。より高い NDCを設定し、気候変動対策を強化

することでしか、未来を守れません。 【
え
み
こ
通
信
】
に
対
す
る
感
想
や
ご
意
見
を
ぜ
ひ
お
寄
せ
下
さ
い
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納税の控えや通帳は保存して！ 
 
市から納税通知書が届くと、そこに記載されている

税額に疑いもなく納付してしまいがちですが、固定資

産税等の場合、小規模住宅の特例が適用されず過徴収

されている場合があります。 

昨年、私が相談を受けた A さんの例では、過徴収さ

れた期間が 10年以上でしたが、市は、当初、地方税法

の規定による原則的手続(時効)による期間 5 年分を返

還し、これで済ませていました。 

しかし、私は【八潮市固定資産税等過誤納金返還金支

払い要綱】による期間 10年（自治体によって異なり、

東京都は 20年）や最高裁判決による国家賠償による期

間 20年の情報があったため、Aさんに過去の納税を証

明するものを探してもらいました。その結果、過去の納

税に使った預金通帳が出て来たことから、証明された

期間に遡って、全額還付されました。 

これを受け、八潮市は令和３年 3月 29日付けで【八

潮市固定資産税等過誤納金返還金支払い要綱】を改正

し、「過誤納金相当額は、市長が過誤納金相当額のある

ことを確認した年度から１０年前の年度までの間の過

誤納金相当額とする。ただし、納税者が所持する領収書

等によって、当該期間を超える期間の過誤納金想定額

を明らかに算定することができる場合にあっては、法

定納期限の翌日から起算して２０年を経過する期間の

うち過誤納金相当額を算定することができる期間にお

ける当該過誤納金相当額とする。」と付け加えられた。

これで証明できるものがあれば 20年まで遡って返還さ

れることになりました。また、この要綱も市の HPから

市民が見られるように提言し、実現しています。 

  

 

 

 

 

小 6年生～高校 1年生の皆さんへ 
HPV ワクチン予防接種の情報提供
のはがきが届きましたか？ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2013 年 4 月に定期接種となったこのワクチ

ンは、接種後、重篤な副反応が沢山出て（被害

者らは裁判中）、わずか 2 ヶ月後に積極的勧奨

が中止されました。HPVワクチンの重篤な副反

応疑い発生頻度は 10 万人に約 50 人（約

0.05％）。日本人一般女性がワクチン対象の

HPV16 型・18 型の子宮頸がんになる確率は 10

万人に 10人（約 0．01％）副反応の確率の方が

高いのです。 

子宮頸がんは HPV検査・細胞診の定期検診と

適切な治療で予防できます。HPV感染症は性感

染症なので、ワクチンより検査が大事です。 

 

HPVワクチンは必要ありません！ 

大山市長と井上教育長に「学校のトイレに生理用品の無償設置」を要望！！ 

３月議会で私が提案した「生理用品に軽減税率適用を求

める意見書」が全会一致で可決。翌日の全国紙に報道され

たことで、【学校のトイレに生理用品を無償設置すること

についての要望書】を提出している市民団体「＃みんなの

生理」につながりました。 

4月 22日「＃みんなの生理」さんたちと、八潮のジェン

ダー平等を進める会の内田代表と共に、大山市長と井上教

育長に要望書を提出しました。市長は「意見書も全会一致

で通っているので、設置の方向で教育委員会に設置方法を

検討してもらっている。」とのこと。井上教育長も大切なこ

となので、5月の校長会で提案する予定とのこと。 

私は早急に結論を出して設置して欲しいと要望しまし

た。 

総
務
省
の
「
固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画
税
に
係
る
税
額
修
正
の
状
況
調
査
」
に
よ
る
と
、2009

年
度
か
ら
３
年
間
で
約
97

％
も
の
市
町
村
で
税
額
修
正
が
あ
っ
た
こ
と
が
確
認
さ

れ
て
い
る
。
約19

万5000

人
も
の
納
税
者
に
税
額
の
減
額
修
正
が
あ
り
、
そ
の
割
合
は
納
税
者
の
約500

人
に
１
人
。
毎
年
固
定
資
産
税
を
支
払
っ
て
い
る
人
は
、
明
細
が
届
い

た
ら
隅
か
ら
隅
ま
で
目
を
通
す
こ
と
を
お
す
す
め
し
た
い
。
少
し
で
も
疑
問
が
あ
っ
た
ら
相
談
を
！ 

お困りごとがあれば、メールや電話・FAXで何でもお知らせ下さい。私で解決できない場合でも、必ず相談先

につなぎます。 




